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あいさつ
　　　　　　　　　埼玉県教育局県立学校部保健体育課長　　田　村　和　夫
　学校安全の推進につきまして、日ごろから格別の御支援、御協力をいただいておりますことに深く感謝を申し上げます。
　学校は、安全が確保され、生徒が安心して通学し、夢や希望をもって学び、自己実現を目指して教育活動を行う場所でなくてはなりません。
　しかしながら、近年、児童生徒を取り巻く環境は、交通事故や不審者被害等に加え、大規模な自然災害の発生により起こる二次災害被害など、生徒の尊い命が脅かされる状況が懸念されております。
　学校の安全を維持するためには、学校・家庭・地域が一体となって安心・安全な環境を確保するとともに、児童生徒が、安全に行動できる実践力や危険を回避する能力を高めていくことが大切です。　
　平成21年4月には、学校安全に関する新たな規定が設けられた「学校保健安全法」が施行されました。その中で、学校環境の安全を確保し、災害時における被害を最小限にとどめるためには、施設設備の安全点検と点検結果に基づく危険個所の修理・修繕等、事故防止のための安全管理を徹底することが示されています。
　県教育委員会では平成21年から、「生きる力と絆の埼玉教育プラン―埼玉県教育振興基本計画―」に基づき、子どもたちに危機対応能力の基礎を身に付けさせる安全教育と、事故防止を徹底する安全管理、地域ぐるみで子どもたちを守る体制づくりを含めた組織活動を推進しているところです。
　今回、配付するＣＤは、各高等学校及び特別支援学校で実施されている安全点検表について研究し、各学校が安全点検を行う上での手引として編集したものが収められております。各学校におかれましては、本ＣＤを有効に活用していただき、学校の実態に応じた安全教育と、安全管理の推進、特に、児童生徒の安心安全を保証する安全点検の確実な実施が行われるようお願いいたします。
　むすびに、本ＣＤ作成に当たり、多大な御尽力をいただきました埼玉県高等学校安全教育研究会の皆様に心より感謝を申し上げあいさつといたします。
　平成22年1月
「学校安全点検の手引き」作成によせて

埼玉県高等学校安全教育研究会長　利根川　徹

（埼玉県立桶川高等学校長）
入学した児童生徒が安心して学校生活を送り、事故なく無事に卒業してくれることは、教職員、保護者の共通の願いです。

埼玉県高等学校安全教育研究会では、「交通安全」「防火・防災」「学校安全」の３つの部会を設置し、高等学校及び特別支援学校それぞれの状況を踏まえた児童生徒の「安全」の在り方について研究を重ねております。

学校では、年齢も発達段階も様々な児童生徒が多くの時間を敷地内で過ごし、様々な活動を行っています。学校現場で児童生徒に何か事故が起これば、教職員の児童生徒に対する安全教育は十分に行われていたか、施設設備の安全管理は適切に実施されていたかということがまず問われます。

このことから、学校では、法令で定められた安全点検を確実に実施することはもちろん、日々の点検において、適切な観点で、適切な方法で安全確認がなされること、異常を発見する感度を上げておくこと、危険箇所を放置せずに適切な措置を講じることなどが重要となってきます。
そこで、本研究会では、各学校が実情に合わせた点検を実施している現状を踏まえ、高等学校及び特別支援学校における安全点検について研究し、各学校が安全点検を行う上での手引きとなるものを作成することといたしました。

全ての学校に共通する点検表を作成することは不可能ですが、今回掲載した事例を参考に、各学校が児童生徒の安全確保のために不可欠な点検項目を検討し、万全の体制を整えていく一助としていただけると幸いです。

結びに、この「学校安全点検の手引き」作成にあたり御指導を賜りました埼玉県教育局をはじめ、安全点検表の提供など多大な御協力をいただきました埼玉県高等学校等副校長・教頭会の皆様に、心からお礼申し上げます。

　平成２２年１月

はじめに
　学校は、児童生徒が安心して安全に学校生活を送れる場所でなくてはならない。しかし、児童生徒の予想外の行動による学校内での事故や、施設設備の瑕疵よる事故は、相変わらず発生している。ひとたび事故が発生すれば、児童生徒の生命に関わる問題であり、学校の安全管理や安全指導の体制が問われる場合もある。

　学校においては、法により施設設備の安全点検を行い、児童生徒の安全確保に必要な措置を取るなど、万全を期すことが求められている。
（１）学校安全に関する動向
　　「学校保健法」の内容の一部が改正され、名称も「学校保健安全法」とされた。平成２１年４月１日から施行された「学校保健安全法」では、「第３章　学校安全」に「学校安全に関する学校の設置者の責務（第２６条）」「学校安全計画の策定等（第２７条）」「学校環境の安全確保（第２８条）」「危険等発生時対処要領の作成等（第２９条）」「地域の関係機関等との連携（第３０条）」が新設された。
　　改正の概要は、①子どもの安全を脅かす事件、事故及び自然災害に対応した総合的な学校安全計画の策定による学校安全の充実②各学校における危険発生時の対処要領の策定による的確な対応の確保③警察等関係機関、地域のボランティア等との連携による学校安全体制の強化となっている。
（２）学校の対応
　　学校管理下で事故が発生した場合、学校が問われることは以下の５点である。
　　　１　安全点検・安全管理が確実に行われていたか
　　　２　児童生徒への安全指導が十分に行われていたか
　　　３　事故発生時の対応は適切であったか
　　　４　再発防止の対策が確実になされたか
　　　５　上記全てが「記録」として残されているか

このことから、各学校では、学校安全に対して、高い意識を持つことが必要である。重要なことは以下の３点となる。

①年間を見通した学校安全に関する諸活動の基本的な計画を作成すること
②教職員が共通認識を持って確実に計画を実施し、記録に残すこと
③児童生徒や保護者、地域に周知し、理解を得ること
１　学校安全計画
（１）学校安全計画の策定について

【学校保健安全法】（平成２１年４月１日施行）
	第27条（学校安全計画の策定等）

	  学校においては、児童生徒等の安全の確保を図るため、当該学校の施設及び設備の安全点検、児童生徒等に対する通学を含めた学校生活その他の日常生活における安全に関する指導、職員の研修その他学校における安全に関する事項について計画を策定し、これを実施しなければならない。


　  

「学校保健安全法」の施行により、各学校では、学校安全についての独立した計画（学校安全計画）を策定することが必要となった。
（２）学校安全計画の内容について
　①安全教育

　　ア　安全学習

各教科で何をいつ学習するか。総合的な学習の時間の活用について。

　　　　イ　安全指導

　　　　　各学年やＨＲ、学校行事、部活動等で、いつ何を指導するか。
　　　②安全管理

　　　　学校生活（対人）、学校環境（対物）の安全管理について。

　　　③学校安全に関する組織活動について

　　　　ＰＴＡや地域関係団体等との活動について。

　（３）学校安全計画の作成方法について
　　　各分掌や教科等で扱う内容について、一覧表に書き込んでもらい、全体を調整して決定し、年度当初に全職員の共通理解を図る。
２　学校安全点検
（１）学校安全点検の法的根拠について
【学校保健安全法】（平成２１年４月１日施行）

	第28条（学校環境の安全の確保）

	  校長は、当該学校の施設又は設備について、児童生徒等の安全の確保を図る上で支障となる事項があると認めた場合には、遅滞なく、その改善を図るために必要な措置を講じ、又は当該措置を講ずることができないときは、当該学校の設置者に対し、その旨を申し出るものとする。


【学校保健安全法施行規則】（平成２１年４月１日施行）
	第28条　（安全点検） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法第二十七条の安全点検は、他の法令に基づくもののほか、毎学期一回以上、児童生徒等が通常使用する施設及び設備の異常の有無について系統的に行わなければならない。 
２　学校においては、必要があるときは、臨時に、安全点検を行うものとする。 

第29条　（日常における環境の安全） 
学校においては、前条の安全点検のほか、設備等について日常的な点検を行い、環境の安全の確保を図らなければならない。 


 　「学校保健安全法施行規則」においては、従来どおり定期安全点検（学期１回以上）、臨時安全点検（必要に応じて）、日常点検について定められている。

　新しい「学校保健安全法」において、安全点検を実施したあとの措置について言及された。
　

（２）学校安全点検の方法について

　①専門業者に依頼する点検

　　　消防・防災設備や浄化槽等、専門業者に点検を委託するものについて、年度当初に事務室とよく相談して確認しておく。

　②教職員や児童生徒が実施する点検

　　　年度当初に点検箇所の分担を確認し、点検の方法や安全点検表の扱いについて共通理解を図る。

　【点検の仕方】
　　　目視による点検の他、稼働させる、触る、揺する、たたく等、負荷をかけた状況での点検を組み合わせて行う。
（３）安全点検表について

安全点検表には、管理職の点検印欄を設け、事後措置の内容や、措置完了日を記録しておく。点検表の保存期間は３年間とする。

（４）安全点検表例（ＣＤ収録）作成のポイント

　　①安全点検集計表

　　　　安全点検を実施したあとの取りまとめや、措置の状況を記録・保存するとともに、点検者に対しても措置状況をフィートバックできるように集計表を別様に作成した。

②点検場所
　　　各学校の状況や校種により、さまざまな点検場所が想定される。教室・廊下はもちろんのこと、プールや部室・食堂なども例示した。また、通学路や防災・防犯、学校行事などの分野の点検もできるように工夫した。

③点検項目（観点）
　　　表現の重複が無いように精査するとともに、学校種別の違いや施設の構造や備品等の違いを考慮し、各学校が独自の点検項目を追加したり、加除修正ができるように空欄を設けた。

④点検方法
　　　目視による点検に加え、打音や振動、負荷、作動といった操作や働きかけを行って点検・確認する形式とした。点検の評価は、○（異常なし）△（軽度の異常）×（修理・交換が必要）で示すこととした。

⑤その他
　　　前回の点検結果を参照できるよう、年間使用できる１枚のシートとした。
　　点検者が実施した結果に、管理者の確認・決裁が記録できるよう、同一紙面に確認・決裁印等の欄を設けた。
　　
